



 ─ 正式運用始まった DHEAT の課題 ─ 
Collaboration with Welfare Required for Health Care Field  
in Case of Disaster: 


















厚労省は 2018 年 3 月 20 日、大規模災害時に被災地に派遣されて保健医療調整本部
などを支援する DHEAT の活動要領を定めて全国の都道府県などに通知（健康局健康
課長、「災害時健康危機管理支援チーム活動要領について」、健健発 0320 第 1 号）し、
その運用が正式に始まった。これまで災害時の医療体制の整備は徐々に進められてき
たが、保健や福祉は未整備であった。本稿はようやく制度化された DHEAT 創設まで





































































本震翌日の 4 月 17 日には阿蘇市、南阿蘇村など 1 市 3 町 3 村を管轄する同保健所
管内の 139 か所の避難所に 1 万 7,000 人余りが避難し、同地域には DMAT や JMAT







し合う会議体が必要」という統括 DMAT の提案で 20 日、県や警察、消防、自衛隊、
日赤、DMAT、医師会、薬剤師会などが参加して「阿蘇地域災害保健医療復興連絡会
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割を果たす」（健康局長、「地域における保健師の保健活動について」、2013 年 4 月 19
日、健発 0419 第 1 号）として、保健、医療、福祉を包含した幅広い役割を求めている。
市原幸らによると、熊本県の市町村数は政令指定都市の熊本市を含めて 45。県保健
所は 10 か所で県保健師 95 人のうち 61 人が配属され、その約 3 割は新任期保健師であ
る。今回震度 6 弱以上の地震を観測した市町村を管轄する 2 保健所には 50 代と 20 代
の保健師しかいないという状況であった。熊本市を除く市町村保健師の数は 2015 年 4
月現在で 400 人、分散配置と保健師の若年化も進み、育児休業の代替保健師が確保で
きずマンパワー不足の市町村もあるというのが実情だという。
本震翌日、最大 38 市町村の 855 か所の避難所に県人口の約 1 割に当たる 18 万 3,882























































これを受け同省は 2017 年 7 月 5 日、大臣官房厚生科学課長、医政局長、健康局長、
医薬・生活衛生局長、社会・援護局障害保健福祉部長の 5 部局長等連名による「大規
































































占める割合は 2035 年には 33.4％と国民の 3 人に 1 人が 65 歳以上の高齢者となる社会
が到来すると予測されている。それとともに認知症患者数も増え、2025 年には 65 歳
































（1） 2017 年 2 月 15 日、第 22 回日本集団災害医学会総会・学術集会シンポジウムで「熊本地震
における阿蘇保健所の活動」と題した発表。
（2） インタビューは 2017 年 3 月 7 日、熊本県阿蘇市の阿蘇保健所で行った。
（3） 2017 年 2 月 15 日、第 22 回日本集団災害医学会総会・学術集会シンポジウムで「災害時健
康危機管理支援チーム研修の現状と課題」と題した発表。
（4） インタビューは 2017 年 3 月 9 日、熊本市東区の熊本県赤十字血液センターで行った。
（5） 2017 年 2 月 15 日、第 22 回日本集団災害医学会総会・学術集会シンポジウム「熊本地震 5　
公衆衛生活動」における発言。
（6） 2017 年 2 月 15 日、第 22 回日本集団災害医学会総会・学術集会ワークショップで「保健師
が直面する小児、妊産婦の問題と小児周産期リエゾン（小児科医、産婦人科医）に望むこ
と」と題した発表。
（7） 2017 年 10 月 1 日、第 25 回日本介護福祉学会大会で「熊本地震における DCAT（災害派遣
福祉チーム）活動の検証（第 1 報） ─ 熊本県および岩手県 DCAT 関連規定の比較による先
遣隊から発動までの検証 ─ 」と題した発表。
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